
 

 

貸 借 対 照 表 

 
(平成 30 年 3 月 31 日) 

                                                                                           

  （単位：千円） 

科     目 金  額 科     目 金  額 

 

（資産の部）           

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

未 収 金 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

短 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

建 物 附 属 設 備 

構 築 物 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

 

 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

施 設 利 用 権 

 

 

投 資 そ の 他 の 資 産 

出 資 金 

匿 名 組 合 出 資 金 

会 員 権 

積 立 保 険 料 

破 産 更 生 債 権 等 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

 

資 産 合 計 

 

 

1,818,053  

   94,510  

 89,301  

  16,902  

    7,377  

1,587,003  

   19,849  

    3,107  

 

 

1,425,006  

  858,052  

  733,383  

   75,490  

   14,226  

  20,644  

  14,306  

 

 

   7,731  

   7,400  

      330  

        0  

 

 

  559,222  

    3,716  

500,000  

     250  

    2,943  

      299  

  1,123  

   50,201  

    988  

△    299  

 

 

3,243,059  

 

（負債の部）        

流 動 負 債  

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

前 受 金 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

  

 

固 定 負 債 

修 繕 引 当 金 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

 

負 債 合 計 

 

 

（純資産の部） 

株 主 資 本 

 

資 本 金 

 

利 益 剰 余 金 

 

利 益 準 備 金 

 

そ の 他 利 益 剰 余 金  

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

 

 

 

純 資 産 合 計 

 

 

 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 

 

 

441,451  

75,877  

    33,599  

    10,661  

     7,322  

   259,433  

    14,510  

    40,046  

 

 

   179,270  

    92,860  

    64,480  

    21,930  

 

620,721  

 

 

 

2,622,337  

 

    50,000  

 

 2,572,337  

 

    12,500  

  

 2,559,837  

 1,000,000  

 1,559,837  

 

 

 

 2,622,337  

 

 

 

 3,243,059  

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

個  別  注  記  表 

 
平成２９年４月  １日から 
平成３０年３月３１日まで 

 
 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2) 匿名組合出資金の会計処理 

匿名組合出資を行うに際して、匿名組合の財産の持分相当額を「匿名組合出資金」として計上してお

ります。匿名組合への出資時に「匿名組合出資金」に計上し、匿名組合が獲得した純損益の持ち分相当

額については、営業外損益に計上するとともに、同額を「匿名組合出資金」に加減しております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)  
定率法(ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)並びに平成 28 年 4 月

1 日以降に取得した建物付属設備及び構築物については定額法)を採用しております。 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

法人税法に定める定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

(3) リース資産 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額に基づき計上しております。 

(3) 修繕引当金 

長期修繕計画に基づき周期的に修繕を必要とするため修繕引当金を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ 

き、当業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 

(1) 消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

(2) 連結納税制度の適用  

  連結納税制度を適用しております。 



 

Ⅱ 貸借対照表に関する注記 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額              1,692,343 千円 

 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 

短期金銭債権   150 千円      短期金銭債務    53,571 千円 

 

  

Ⅲ 税効果会計に関する注記 

                                           

１．繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、未払事業税、修繕引当金、役員退職慰労金、退職給

付引当金の否認等であります。 

 

 

Ⅳ １株当たり情報に関する注記 

      

１．１株当たり純資産額                     728,427  円 03 銭 

         

  ２．１株当たり当期純利益            53,104 円 35 銭 

 

 

Ⅴ 当期純損益金額 

 

  当期純利益                    191,175 千円 


